
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

＊1 「最大出力」、は保有している発電施設のうち最大のものを記載。「年間発電電力量」及び「年間電力料収入」は、保有する全ての発電施設の合計を記載。

　　 「有形固定資産減価償却率」は、法非適用の事業にあっては、老朽化の状況を表す指標を記載。

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

＊2　ここでいう資金不足比率とは、地方財政法による資金不足比率を指し、以下の算式により算出するものとする。

資金不足比率〔法適用企業の場合〕　=　（地方財政法第15条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

資金不足比率〔法非適用企業の場合〕　=　（地方財政法第16条第１項により算定した資金の不足額）／（（営業収益）－（受託工事収益）） ×100

有形固定資産減価償却率＊ 1 8.60%

（２）現在の経営状況

35,790千円

資 金 不 足 比 率 ＊ 2

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0% 0% 0%

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　各指標とも良好な数値であり現在の経営は順調である。
　Ｈ30の純損益の数値が低いのは、発電所放水路の補修工事を実施したためである。

359.5% 625.3%

純 損 益
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

箇所

箇所太陽光発電

ごみ発電 箇所

Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数

年 間 電 力 料 収 入 ＊ 1

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
61,604千円 55,130千円 58,485千円

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

782.1%

1箇所

風力発電

別添５－１

最 大 出 力 ＊ 1

吉賀町電気事業経営戦略

198kw

（１）事業形態等

3人職 員 数

団 体 名 ： 吉賀町

事 業 名 ： 小水力発電事業特別会計

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法非適用

年 間 発 電 電 力 量 ＊ 1 1,648kwh

kwh 当 た り 単 価 ＊ 1 34円

1箇所

発 電 施 設 数

35,959千円 6千円

水力発電



２．将来の事業環境

（１）

（２）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　①収支計画のうち投資についての説明

　②収支計画のうち財源についての説明

　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

老朽化対策の見通し

　設備の老朽化については売電収益の一部を基金に積立てており、設備の耐用年数や老朽化具合を勘案しながら、必要な場合は基金を取り崩して
修繕や更新を行う予定である。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　現在、組織体制については必要最低限の人数で運営しており、経費についても縮減に努めており、これ以上の効率化は困難である。

・日常点検や定期点検を通して設備の状態を常に把握し、修繕、故障対応など維持・管理を行う。
・地域にある再生可能エネルギーから生まれる電力の地産地消
・売電収益の一部を町事業の財源とすることでの地域貢献
・施設の見学会等を実施し、情報発信を行うことで再生可能エネルギーへの関心を高める

料金収入の予測

　当施設は平成26年度から設備の更新と補修を行っており、今回の経営戦略の策定期間内は想定に近い料金収入が予測される。
　売電契約終了後の契約については、売電契約の終了が令和17年であるため、今後検討予定である。

・施設・設備の更新は設備の耐用年数や老朽化具合を勘案しながら実施する。
・防災・安全対策については施設管理に関する研修に職員を派遣しており、最新の知識、技術の習得に努めている。

　災害や天候不順による発電所の稼働停止や渇水による出力低下がなければ、試算に近い財源の確保が可能だと予測する。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　経営の基本方針と電気事業を担う民間が地域内に存在しないことから、現在は公営企業として実施することが望ましい。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

策定後5年を目途に検証・改定を実施する。

　将来の運営に向けて専門知識を持つ職員の確保が必要であり、人材確保・育成のための方法を検討予定である。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の
方向性、検討体制・スケジュール等を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容
等を記載すること。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 H31 R2

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 60,378 61,290 63,759 63,765 63,768 63,770 63,773 63,776 63,779 63,782 63,785 63,787

（１） (B) 58,485 61,282 63,746 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749

ア 58,485 61,282 63,746 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749

イ (C)

ウ

（２） 1,893 8 13 16 19 21 24 27 30 33 36 38

ア

イ 1,893 8 13 16 19 21 24 27 30 33 36 38

２ (D) 10,588 17,769 19,602 19,595 19,771 20,129 20,132 20,319 20,688 20,702 20,900 21,281

（１） 9,353 16,461 18,291 18,284 18,460 18,818 18,821 19,008 19,377 19,391 19,589 19,970

ア 7,823 7,823 8,605 8,777 8,953 9,132 9,314 9,501 9,691 9,884 10,082 10,284

イ 1,530 8,638 9,686 9,507 9,507 9,686 9,507 9,507 9,686 9,507 9,507 9,686

（２） 1,235 1,308 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311

ア

イ 1,235 1,308 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311 1,311

３ (E) 49,790 43,521 44,157 44,170 43,997 43,641 43,641 43,457 43,091 43,080 42,885 42,506

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 14,000 25,565 23,141 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 21,314 20,000 20,000 20,000

（１） 5,565 3,141 1,314

（２） (H)

（３）

（４） 14,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

（５）

３ (I) △ 14,000 △ 25,565 △ 23,141 △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000 △ 21,314 △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000

R12

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

R3 R4 R5 R6 R7 R8

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

R9 R10 R11

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 H31 R2

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

R12R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

(J) 35,790 17,956 21,016 24,170 23,997 23,641 23,641 23,457 21,777 23,080 22,885 22,506

(K) 35,508 18,200 21,000 24,200 24,000 23,600 23,600 23,500 21,800 23,100 22,800 22,500

(L) 183 465 221 237 207 204 246 286 244 221 201 285

(M)

(N) 465 221 237 207 204 246 286 244 221 201 285 292

(O)

(P) 465 221 237 207 204 246 286 244 221 201 285 292

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 58,485 61,282 63,746 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749 63,749

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 570 345

赤 字 比 率 （ ×100 ）

308 308 305 300

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

325 325 323 317 317 314

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計


